
 

 

 

 

 

六ヶ所村新型インフルエンザ等対策行動計画（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

新型インフルエンザ等対策行動計画の概要 

 

Ⅰ 計画策定の背景 

 

1 新型インフルエンザは、10 年から 40 年の周期で流行するがほとんどの人が免疫

を持たないため、世界的な大流行（パンデミック）となり、大きな健康被害と社会

的影響をもたらすことが懸念されている。 

 

2 国では、新型インフルエンザやこれと同等の危険性のある新感染症が発生した場

合は、国家の危機管理として対応して行くため、平成 25 年 4 月に新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法（「特措法」）が施行された。 

 特措法では、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼす又は、そのおそれがあ

る場合に、政府が新型インフルエンザ等緊急事態宣言を発することが明記されてお

り、発出時は市町村に対策本部を設置することが義務付けられている。 

 

3 「六ヶ所村新型インフルエンザ等対策行動計画」の策定は、特措法の施行を受け国

及び県の行動計画における考え方や基準を踏まえ策定したものである。 

 

 

 

Ⅱ 対象となる新型インフルエンザ等感染症及び新感染症 

 

 

新型インフルエンザ等 

 

【新型インフルエンザ】 感染症法第 6 条第 7 項第 1 号 

新型インフルエンザ ・新たに人から人へ感染するようなったインフルエンザ 

等感染症            

【再興型インフルエンザ】感染症法第 6 条第 7 項第 2 号 

                         ・過去に世界的規模で流行したインフルエンザが長期間

経過した後再び蔓延するもの 

 

新感染症       【新感染症】感染症法第 6 条第 9 項 

・全国的かつ急速な蔓延のおそれのあり社会的影響 

   が大きな感染症 
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Ⅲ 対策の目的及び基本的な方針 

 

＜目的＞ 

1 感染拡大を可能な限り抑制し、住民の生命及び健康を保護する。 

2 村民生活及び経済に及ぼす影響を最小限に抑える 

 ○状況に応じて臨機応変に対応する 

 ○医療機関現場等が動きやすくなるよう配慮 

 

＜対策効果 概念図＞ 

 

患者数 対策なし 

 

               ピークを 対策あり 

               遅らせる 

  

 ピーク時の患者数等 

                        を小さくする 

 

 

医療体制 

の強化 

 医療提供の 

                               キャパシティ 

 

 

 時間 

＜被害想定＞ 

 

    青森県 六ヶ所村 

医療機関を受診する患者数 
中等度 144,000～ 

約 266,000 人 

1,440 人～2,150 人 

重 度 

入院患者数 
中等度 6,400 人 49 人 

重 度 24,200 人 185 人 

死亡者数 
中等度 2,050 人 16 人 

重 度 7,700 人 60 人 

一日当たり最大入院患者数 
中等度 1,100 人 9 人 

重 度 4,100 人 34 人 

 

※米国疾病予防管理センターの推計モデルを用いて算出 
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Ⅳ 行動計画のポイント 

 ■主要 6 項目の発生段階に応じた主な対策 
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未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期

状
態

新型インフルエンザ等

が発生していない状態

海外で新型インフルエ

ンザが発生した状態

国内で新型インフルエ

ンザ等の患者が発生し

たが接触歴が疫学調査

で追える状態

新型インフルエンザ等

患者接触歴が疫学調査

で追えなくなった状態

新型インフルエンザ等

の患者の発生が減少

し、低い水準でとど

まっている状態

情
報
提
供
・
共
有

○発生した場合の対策

について情報提供

○個人レベルの感染対

策の普及

○発生状況・対策等の

情報提供と注意喚起

○コールセンター等

(相談窓口）の設置

○発生状況と具体的な

対策、個人のとるべき

行動、医療体制等の情

報提供

○情報の集約と反映

○コールセンター等の

充実・強化

○国や県との情報共有

○左記と同じ

○第１波の終息と第２

波発生に備えるための

情報提供

○コールセンター等の

縮小

予
防
接
種

○ワクチン需要量の算

出

○情報共有体制の構築

○特定接種の実施

○住民接種体制の準備

○特定接種の実施

○住民接種準備・開始

★臨時の予防接種実施

○特定接種の実施

○新臨時接種の実施

★特措法に基づく住民

に対する予防接種

○新臨時接種の実施

医
療

○地域医療体制の整備

○県内感染期

○帰国者・接触者相談

センターの設置に関す

る周知

○左記を指定しての体

制から一般の医療機関

での診療体制に移行し

た場合の周知

★医療、医薬品・医療

機器等の確保

○左記の継続実施

○在宅療養者への支援

★必要に応じて、臨時

の医療施設開設

○国内感染期に講じた

措置の縮小・中止

村

民

生

活

及

び
地

域

経

済

の

安

定
に

関

す

る

措

置

○要援護者への生活支

援等の対応の手続き準

備

○物資及び資材の備

蓄、施設の整備

○職場等における感染

対策等の実施準備を要

請

○職場等における感染

対策の開始を要請

★水の安定供給

★生活関連物資等の価

格の安定

○職場等における感染

対策実施を要請

★水の安定供給

★生活関連物資等の価

格の安定

★埋葬・火葬の特例

○生活関連物資等の購

入に当たっての適切な

行動の呼びかけ

(注)★印は、新型インフルエンザ等緊急事態宣言時に必要に応じて実施する措置

【新型インフルエンザ等緊急事態宣言】

　新型インフルエンザ等が国内で発生し、その全国的かつ急速なまん延により、国民生活及び国民経済に甚大な
影響を及ぼし、又はその恐れがあるものとして政令で定める要件に該当する事態（特措法第３２条第１項）

○村警戒対策会議を開

催

○村警戒対策会議また

は本部での情報の集

約・共有

○会議または本部での

情報の集約・共有

○警戒対策本部を解散

○警戒対策会議におい

て第２波の流行に備え

る

★緊急事態宣言の解除

○左記と同じ

○村全体での感染対策

の徹底

★県の対策（不要不急

の外出自粛、学校等の

施設の使用制限の要請

等）への協力

実
施
体
制

○村行動計画等の策定

○国・県・他の市町村

との連携強化

ま
ん
延
防
止

○個人における対策の

普及

○医療資器材等の備

蓄・整備

○個人レベルの感染対

策の実践

○県の対策への協力

○県の要請に基づき必

要に応じ基本的な感染

対策等の実施を要請


